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令和６年度 全国安全生週間

準備期間：

６月１日～ ６月３０日

本  週  間: 

７月１日～７月７日

１. 本年度スローガン

危険に気付くあなたの目

そして摘み取る危険の芽

みんなで築く職場の安全



２. 主催者・協賛者・協力者・実施者

主催者

• 厚生労働省

• 中央労働災害
防止協会

協賛者

• 建設業労働災
害防止協会

• 陸上貨物運送
事業労働災害
防止協会

• 港湾貨物運送
事業労働災害
防止協会

• 林業・木材製
造業労働災害
防止協会

協力者

• 関係行政機関

• 地方公共団体

• 安全関係団体

• 労働組合

• 経営者団体

実施者

• 各事業場



３. 労働災害発生状況

令和５年 労働災害発生状況の推移 (全国版) 【確定値】



事故の型別

令和５年 労働災害発生状況の推移 (全国版) 【確定値】



令和５年 労働災害発生状況の推移 (松山署管内)

全産業で対前年比 １２．４％増

【確定値】
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事故の型別
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年齢別
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（1）安全大会等での経営トップによる安全への所信表明を通

じた関係者の意思の統一及び安全意識の高揚

（2）安全パトロールによる職場の総点検の実施

（3）安全旗の掲揚、標語の掲示、講演会等の開催、安全関係

資料の配布等の他、ホームページ等を通じた自社の安全

活動等の社会へ発信

（4）労働者の家族への職場の安全に関する文書の送付、職場

見学等の実施による家族への協力の呼びかけ

（5）緊急時の措置に係る必要な訓練の実施

（6）「安全の日」の設定のほか全国安全週間及び準備期間に

ふさわしい行事の実施

４. 事業者の実施要項

全国安全週間および準備期間中に実施する事項



（1）安全衛生活動の推進

（2）業種の特性に応じた労働災害防止対策

（3）業種横断的な労働災害防止対策 等

継続的に実施する事項



●昨年度の実施要綱より追加、変更された主要事項①

赤字：変更箇所

（２）業種の特性に応じた労働災害防止対策

②陸上貨物運送事業における労働災害防止対策
イ 荷主等の管理施設におけるプラットフォームの整備、床

の凹凸の解消、照度の確保、混雑の緩和等、荷役作業の安
全ガイドラインに基づく措置の推進

③建設業における労働災害防止対策

ア 一般的事項
（ア）「木造家屋等低層住宅建築工事墜落防止標準マニュア

ル」に基づく足場、屋根・屋上等の端・開口部、はし

ご・脚立等からの墜落・転落防止対策の実施、フルハー
ネス型墜落制止用器具の適切な使用

（イ）足場の点検の確実な実施、本足場の原則使用、改正

「手すり先行工法等に関するガイドライン」に基づく手
すり先行工法の積極的な採用



●昨年度の実施要綱より追加、変更された主要事項②

（２）業種の特性に応じた労働災害防止対策

③建設業における労働災害防止対策
イ 改正「山岳トンネル工事の切羽における肌落ち災害防止

対策に係るガイドライン」に基づく対策の実施
ウ 令和６年能登半島地震の復旧、復興工事におけるがれき
処理作業の安全確保、土砂崩壊災害、建設機械災害、墜

落・転落災害の防止、自然災害からの復旧・復興工事にお
ける労働災害防止対策

（３）業種横断的な労働災害防止対策
④熱中症予防対策(ＳＴＯＰ！熱中症 クールワークキャンペーン）

ウ 熱中症の発症に影響を及ぼすおそれのある疾病を有する者
に対して医師等の意見を踏まえた配慮



14

●特に取り組んでいただきたい事項①

１０実施者が継続的に実施する事項

全国安全週間における取組をより効果的にするためにも、事業

者は、準備期間及び全国安全週間以外についても、以下の事項を

継続的に実施する。

（１）安全衛生活動の推進

①安全衛生管理体制の確立

ア 年間を通じた安全衛生計画の策定、安全衛生規程及び安

全作業マニュアルの整備

イ 経営トップによる統括管理、安全管理者等の選任

ウ 安全衛生委員会の設置及び労働者の参画を通じた活動の

活性化

エ 労働安全衛生マネジメントシステムの導入等によるＰＤ

ＣＡサイクルの確立
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●特に取り組んでいただきたい事項②

②安全衛生教育計画の樹立と効果的な安全衛生教育の実施等

ア 経営トップから第一線の現場労働者までの階層別の安全

衛生教育の実施、特に、雇入れ時教育の徹底及び未熟練労

働者に対する教育の実施

イ 就業制限業務、作業主任者を選任すべき業務での有資格

者の充足

ウ 災害事例、安全作業マニュアルを活用した教育内容の充

実

エ 労働者の安全作業マニュアルの遵守状況の確認

③自主的な安全衛生活動の促進

ア 発生した労働災害の分析及び再発防止対策の徹底

イ 職場巡視、４Ｓ活動（整理、整頓、清掃、清潔）、ＫＹ

（危険予知）活動、ヒヤリ・ハット事例の共有等の日常的

な安全活動の充実・活性化
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●特に取り組んでいただきたい事項③

④リスクアセスメントの実施

ア リスクアセスメントによる機械設備等の安全化、作業方

法の改善

イ ＳＤＳ（安全データシート）等により把握した危険有害

性情報に基づく化学物質のリスクアセスメント及びその結

果に基づく措置の推進

⑤その他の取組

ア 安全に係る知識や労働災害防止のノウハウの着実な継承

イ 外部の専門機関、労働安全コンサルタントを活用した安

全衛生水準の向上

ウ 「テレワークの適切な導入及び実施の推進のためのガイド

ライン」に基づく、安全衛生に配慮したテレワークの実施



５．新たな化学物質規制

個別規制の対象外となっている化学物質による労働災害が全体の約８割

＜化学物質による労働災害発生状況①＞

件数
（平成30年）

障害内容別の件数(重複あり)

中毒等 眼障害 皮膚障害

特別規則対象物質 77 (18.5％)
38

(42.2％)
18

(20.0％)
34

(37.8％)

特別規則以外のＳＤＳ交付義
務対象物質

114 (27.4％)
15

(11.5％)
40

(30.8％)
75

(57.7％)

ＳＤＳ交付義務対象外物質 63 (15.1％)
5

(7.5％)
27

(40.3％)
35

(52.2％)

物質名が特定できていないも
の

162 (38.9％)
10

(5.8％)
46

(26.7％)
116

(67.4％)

合計 416  
68

(14.8％)
131

(28.5％)
260

(56.6％)

出典：労働者死傷病報告



＜化学物質による労働災害発生状況②＞（令和３年）

起因物 件数

有害物 156

爆発性の物等 13

可燃性のガス 38

爆発性の物等 16

その他の危険物、有害物 249

合計 472

出典：労働者死傷病報告

化学物質の性状に関連の強い

労働災害（有害物等との接触、

爆発、火災によるもの）が年間

約500件発生



製造業
46%

建設業
14%

商業
12%

接客娯楽
6%

清掃・と畜
7%

その他
15%

出典：労働者死傷病報告

製造業のみならず、建設業、
第三次産業における労働災害
も多い

＜災害事例①＞

＜化学物質による労働災害発生状況③＞（令和３年）

食品製造工場の通路において、次亜塩素酸ナトリウ

ムを含有するカビ取り用洗剤を使用して、通路の壁

のカビ取り作業を行なっていた際に、汚れの落ちが

悪いため、通常500倍に希釈して作業するところ、

洗剤を希釈せずに原液のまま使用した。帰宅後、息

苦しい等の症状が発生したため病院を受診したとこ

ろ、次亜塩素酸ナトリウム中毒と診断された。

＜災害事例②＞

化学工場内における廃棄物焼却炉の定期補修工事で、

耐火物へ耐火物の硬化時間促進剤である急結剤の吹

付け作業を行っていた。その際、ノズルとホースの

接続部から飛散した強アルカリの急結剤が作業者３

名の皮膚に付着したことにより、３名とも薬傷（化

学性皮膚炎）を負った。



631物質追加 234物質追加20



詳細は、
後のスライドで！！







https://chemiguide.mhlw.go.jp/



https://anzeninfo.mhlw.go.jp/user/anzen
/kag/ankgc07.htm



QR



終わりに…

全国安全週間を機に職場の
実態を確認し、

事業所が一体となって、より
良い職場環境を！
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